出向契約書

出向元　株式会社●●　（以下、「甲」という。）と　出向先　株式会社●●　（以下、「乙」という。）とは、次のとおり出向契約を締結する。

第１条（出向社員）
（1） 甲は乙に対し、次の社員（以下、「出向社員」という。）を出向させる。
　　　　　出向社員の氏名:　 ●● ●●
（2） 乙は、前項に定める出向社員が、甲の従業員としての地位を有したまま乙に出向し、乙の指揮監督下において、本契約に定める業務の遂行にあたることを確認する。

第２条（業務内容および配属）
（1） 第1条（出向社員）に定める出向社員の、乙における担当業務は下記のとおりとする。
●●及び店舗運営に関わる全ての業務
（2） 出向社員の勤務地および所属は下記のとおりとする。
●●
（3） 本条第1項に定める業務内容の変更あるいは追加の必要が生じた場合、乙は甲の事前の承諾を得なければならない。また、本条第２項に定める出向社員の勤務地、所属、担当業務および役職を決定したとき、または変更したときは、乙は速やかに甲に連絡しなければならない。

第３条（出向期間）　　
　出向期間は次のとおりとする。
　　　令和●年●月●日から令和●年●月●日まで

第４条（出向期間の変更） 　
　甲、乙いずれかが、それぞれの会社の都合によって出向期間の延長または短縮を希望するときは、●か月前までに申し出るものとする。申出があったときは、双方で誠実に協議し、決定する。

第５条（労働時間・休日）
　出向社員の労働時間・休憩時間および休日は、乙の就業規則の定めるところによる。

第６条（年次有給休暇）
　出向社員の年次有給休暇は、甲の定めるところによる。
出向社員に対する年次有給休暇の時季指定及び時季変更権の行使は、乙がこれを行う。

第７条（時間外労働）　　
　乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して時間外労働を命令できる。
（1） 時間外労働の上限時間は、１か月●●時間とする。
（2） 1か月●●時間を超えて時間外労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。

第８条（休日労働）　　
　乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して休日労働を命令できる。
（1） 休日労働の上限日数は、1か月●日とする。
（2） 1か月●日を超えて休日労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。

第９条（勤務実績の報告）　　
　乙は、出向社員の毎月の勤務実績を翌月●営業日までに書面で甲に報告するものとする。

第１０条（服務規律）
出向社員には乙の就業規則に基づく服務規律が適用される。
但し、乙の規則により出向社員に賞罰を行う必要が生じた場合は、両者間にて事前に協議するものとする。

第１１条（給与・賞与の支給）　　
　月例の給与および賞与については、甲の規程を適用し、甲が出向社員に直接支給する。

第１２条（給与・賞与・交通費の負担）　　
　乙は、出向社員の給与および賞与のうち次に掲げる金額を負担する。
　　給与　　 ：　　月額　金●●●●●●円　みなし●●時間含む　
　　賞与　　 ：　　年額　金●●●●●●円
　　交通費　：    月額　金●●●●●●円　
　 　 　 
第１３条（時間外労働手当等の負担）　　
　時間外労働手当および休日労働手当については、甲の基準に基づいて算出し、その全額を乙が負担する。

第１４条（社会保険）　　
（1） 出向社員にかかわる厚生年金保険、健康保険および雇用保険については、甲において被保険者資格を継続する。
（2） 社会保険にかかわる保険料の事業主負担分は、その全額を甲が負担する。

第１５条（労災保険）　　
　労災保険については、乙が付保し、乙が保険料を負担する。保険料は、甲が出向社員に支給している給与を基礎として計算する。
 
第１６条（赴任・帰任旅費）　　
　出向社員の乙への赴任および甲への帰任に必要な旅費は、甲が負担する。

第１７条（出張旅費）　　
　乙が業務の必要に基づいて出向社員に対して出張を命令したときは、その出張に要する旅費は、乙の出張旅費規程に基づき全額乙が負担する。

第１８条（退職金）　　
　出向社員が甲へ復職するにあたり、乙は退職金を支給しなくてよいものとする。

第１９条（負担金の支払）　　
　この契約において甲が出向社員に支給したもののうち乙が負担すべきものは、甲から乙への請求に基づき、当該請求日の翌月末日までに、甲が別途指定する銀行口座に振込送金する方法により乙が甲に支払うものとする。

第２０条（二重出向の禁止）　　
　乙は、出向社員を乙の関連会社等へ二重出向させてはならない。

第２１条（機密保持について）
（1） 出向者は業務上知り得た、双方の技術及び営業に関する秘密情報に関して、会社の許可なく発表、公開、漏洩、利用しないものとする。
（2） 出向前後も、勤務中と同様に、双方の業務上知り得た技術及び営業に関する秘密情報を会社の許可なく発表、公開、漏洩、利用しないものとする。

第２２条（反社会的勢力の排除）
　甲および乙は各々その相手方に対し、本契約締結時点で、自らおよびその役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれらに準ずる者をいう)において、反社会的勢力等でなく、また反社会的勢力等が経営に実質的に関与している法人等に属する者でないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２．甲または乙は、相手方が次の各号に該当する場合、何らの催告をすることなく本契約を解除することができる。また、本条項により本契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。
（1） 反社会的勢力等に該当すると認められるとき
（2） 相手方の経営に反社会的勢力等が実質的に関与していると認められるとき
（3） 相手方が反社会的勢力等を利用していると認められるとき
（4） 相手方が反社会的勢力等に対して資金等を提供し，または便宜を供与する等の関与をしていると認められるとき
（5） 相手方または相手方の役員もしくは相手方の経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
（6） 自らまたは第三者を利用して，暴力的な要求行為，法的な責任を超えた不当な要求行為，脅迫的な言動，暴力および風説の流布・偽計・威力を用いた信用棄損・業務妨害その他これらに準ずる行為に及んだとき
（7） その他上記各号に準ずるとき

第２３条（疑義の解決）　　
　本契約に関し疑義が生じたとき、また、本契約に定めのない事項については、甲乙誠意をもって協議の上解決するものとする。

以上、本契約成立の証として、本書を２通作成し、甲乙は記名押印のうえ、それぞれ１通を保管する。

　　　令和２年●月●日
　　　　　　　　　　　　　　　 　 （甲）　住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　

　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　 （乙）　住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　


出向同意書


　●●●●　は、以下の条件にて、出向元株式会社●●（以下、「甲」という）から　出向先株式会社●●（以下、「乙」という）に出向することに同意いたします

	出向期間
	令和　●年● 月●　日　から　令和●　年　●月●日まで

	出向先
	株式会社●●

	勤務場所
	●●

	◆出向先の労働条件

	雇用形態
	正社員

	所属
	株式会社●●　●●部

	業務内容
	●●

	始業・終業時刻
	始業：●時●分　終業●時●分

	休憩時間
	●●分

	所定時間外労働
	有

	休日
	●●●

	株式会社
入社年月日
	平成　●　年　●　月　●　日

	休暇
	年次有給休暇については、甲の定めるところによるものとします。取得の時期指定又は時期変更を行う場合は、乙において行うものとします。
基準日：　●月●　日　（現在の残日数●　日）
次回付与日：令和　●年　●月●　日
付与日数：　●日

	賃金
	（１）基本給　　　　　●●●　　　　  　 円
（２）通勤手当　　　　●●●　　　　　　円
（３）時間外割増賃金　　　法令の定めに従う
（４）賃金締切日　毎月●日
（５）賃金支払日　翌月●日
（６）賃金控除　労使協定による
（７）基本給の改定　有（人事評価により決定する）
（８）短期業績給　有（人事評価により決定する）
（９）退職金　無

	その他労働条件
	株式会社Ｂの就業規則の定めるところによるものとします。

	備考
	健康保険、厚生年金、介護保険および雇用保険は甲で加入になります。	Comment by 作成者: 出向契約書第9条に記載する給与支払い会社を記載してください。
特に健康保険の保険者が変わる場合は保険給与適用内容が変わることもありますので、注意して説明してください。




私は、以下の事項を厳守することを、ここにお誓い致します 。								
１　業務上知り得た、双方の技術および営業に関する秘密情報に関して、会社の許可なく発表、公開、漏洩、利用しないこと。								
２　出向前後も、勤務中と同様に、双方の業務上知り得た技術および営業に関する秘密情報を会社の許可無く発表、公開、漏洩、利用しないこと。								




出向元事業所
住所
株式会社Ａ　　　　　　　　
代表取締役　　　　　　　殿


出向先事業所
住所
株式会社Ｂ　　　　　　　
代表取締役　　　　　　　殿

令和　　　年　　　月　　　日　　　　

本人　住所　  　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
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（２）


 


乙は、前項に定める出向社員が、甲の従業員としての地位を有したまま乙に出向し、乙の指揮監督下において、本契約


に定める業務の遂行にあたることを確認する。


 


 


第２条（業務内容および配属）


 


（１）


 


第


1


条（出向社員）に定める出向社員の、乙における担当業務は下記のとおりとする。


 


●●及び


店舗運営に関わる全ての業務


 


（２）


 


出向社員の勤務地および所属は下記のとおりとする


。


 


●●


 


（３）


 


本条第


1


項に定める業務内容の変更あるいは追加の必要が生じた場合、乙は甲の事前の承諾を得なければならない。


また、本条第


２


項に定める出向社員の勤務地、所属、担当業務および役職を決定したとき、または変更したときは、乙は


速やかに甲に連絡しなければならない。
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条（出向期間）


  


 


 


出向期間は次のとおりとする。
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年
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日まで


 


 


第


４


条（出向期間の変更）


 


 


 


 


甲、乙いずれかが、それぞれの会社の都合によって出向期間の延長または短縮を希望するときは、


●


か月前までに申し出るものと


する。申出があったときは、双方で誠実に協議し、決定する。


 


 


第


５


条（労働時間・休日）


 


 


出向社員の労働時間・休憩時間および休日は、乙の就業規則の定めるところによる。
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６


条（年次有給休暇）


 


 


出向社員の年次有給休暇は、甲の定めるところによる。


 


出向社員に対する年次有給休暇の時季指定及び時季変更権の行使は、乙がこれを行う


。
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条（時間外労働）


  


 


 


乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して時間外労働を命令できる。


 


（１）


 


時間外労働の上限時間は、１か月


●●


時間とする。


 


（２）


 


1


か月


●●


時間を超えて時間外労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。
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条（休日労働）


  


 


 


乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して休日労働を命令できる。


 


（１）


 


休日労働の上限日数は、


1


か月


●


日とする。


 


（２）


 


1


か月


●


日を超えて休日労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。


 


 


第


９


条（勤務実績の報告）


  


 


 


乙は、出向社員の毎月の勤務実績を翌月


●


営業日


までに書面で甲に報告するものとする。
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条（服務規律）


 


出向社員には乙の就業規則に基づく服務規律が適用される。


 


但し、乙の規則により出向社員に賞罰を行う必要が生じた場合は、両者間にて事前に協議するものとする。
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条（給与・賞与の支給）


  


 


 


月例の給与および賞与については、甲の


規程


を適用し、甲が出向社員に直接支給する。
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・賞与


・交通費


の負担）


  


 


 


乙は、出向社員の給与


および賞与


のうち次に掲げる金額を負担する。
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１３


条（時間外労働手当等の負担）


  


 


 


時間外労働手当および休日労働手当については、甲の基準に基づいて算出し、その全額を乙が負担する。
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条（社会保険）


  


 


（１）


 


出向社員にかかわる厚生年金保険、健康保険および雇用保険については、甲において被保険者資格を継続する。


 


（２）


 


社会保険にかかわる保険料の事業主負担分は、その全額を甲が負担する。
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条（労災保険）


  


 


 


労災保険については、乙が付保


し、乙が保険料を負担


する。保険料は、甲が出向社員に支給している給与を基礎として計算する。
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条（赴任・帰任旅費）


  


 


 


出向社員の乙への赴任および甲への帰任に必要な旅費は、甲が負担する。


 


 


第


１７


条（出張旅費）


  


 


 


乙が業務の必要に基づいて出向社員に対して出張を命令したときは、その出張に要する旅費は、


乙の出張旅費規程に基づき


全


額乙が負担する。


 


 


第


１８


条（退職金）


  


 


 


出向社員が甲へ復職するにあたり、乙は退職金を支給しなくてよいものとする。
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条（負担金の支払）


  


 


 


この契約において甲が出向社員に支給したもののうち乙が負担すべきものは、甲から乙への請求に基づき


、当該請求日の翌月


末


日までに、甲が別途指定する銀行口座に振込送金する方法により


乙が甲に支払うものとする。
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条（二重出向の禁止）


  


 


 


乙は、出向社員を乙の関連会社等へ二重出向させてはならない。


 


 


第２１条（機密保持について）


 


（１）


 


出向者は業務上知り得た、双方の技術及び営業に関する秘密情報に関して、会社の許可なく発表、公開、漏洩、利用し


ない


ものとする。


 


（２）


 


出向前後も、勤務中と同様に、双方の業務上知り得た技術及び営業に関する秘密情報を会社の許可なく発表、公開、漏


洩、利用しない


ものとする。
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２


条（反社会的勢力の排除）


 


 


甲および乙は各々その相手方に対し、本契約締結時点で、自らおよびその役員（取締役、執行役、


執行役員、監査役又はこれら


に準ずる者をいう


)


において、反社会的勢力等でなく、また反社会的勢力等が経営に実質的に関与している法人等に


属する者でな


いことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。


 


２．甲または乙は、相手方が次の各号に該当する場合、何らの催告をすることなく


本


契約を解除することができる。また、本条項によ


り


本


契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。


 


（１）


 


反社会的勢力等に該当すると認められるとき


 


（２）


 


相手方の経営に反社会的勢力等が実質的に関与していると認められるとき


 


（３）


 


相手方が反社会的勢力等を利用していると認められるとき


 


（４）


 


相手方が反社会的勢力等に対して資金等を提供し，または便宜を供与する等の関与をしていると認められるとき


 


（５）


 


相手方または相手方の役員もしくは相手方の経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力等と社会的に非難される


べき関係を有しているとき


 


（６）


 


自らまたは第三者を利用して，暴力的な要求行為，法的な責任を超えた不当な要求行為，脅迫的な言動，暴力および風


説の流布・偽計・威力を用いた信用棄損・業務妨害その他これらに準ずる行為に及んだとき


 


（７）


 


その他上記各号に準ずるとき


 


 


第


２


３


条（疑義の解決）


  


 


 


本契約に関し疑義が生じたとき、また、本契約に定めのない事項については、甲乙誠意をもって協議の上解決するものとする


。


 


 


以上、本契約成立の証として、本書を


２


通作成し、甲乙は記名押印のうえ、それぞれ１通を保管する。
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（乙）
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出向 契約書     出向元   株式会社 ●●   （以下、「甲」という。）と   出向先   株式会社 ●●   （以下、「乙」という。） と は、次のとおり 出向 契約 を締結 す る。     第 １ 条（出向社員）   （１）   甲は乙に対し、次の社員 （以下、「出向社員」という。） を出向させる。         出向社員の氏名 :     ●●   ●●   （２）   乙は、前項に定める出向社員が、甲の従業員としての地位を有したまま乙に出向し、乙の指揮監督下において、本契約 に定める業務の遂行にあたることを確認する。     第２条（業務内容および配属）   （１）   第 1 条（出向社員）に定める出向社員の、乙における担当業務は下記のとおりとする。   ●●及び 店舗運営に関わる全ての業務   （２）   出向社員の勤務地および所属は下記のとおりとする 。   ●●   （３）   本条第 1 項に定める業務内容の変更あるいは追加の必要が生じた場合、乙は甲の事前の承諾を得なければならない。 また、本条第 ２ 項に定める出向社員の勤務地、所属、担当業務および役職を決定したとき、または変更したときは、乙は 速やかに甲に連絡しなければならない。     第 ３ 条（出向期間）        出向期間は次のとおりとする。       令和 ● 年 ● 月 ● 日 から 令和 ●年● 月 ● 日まで     第 ４ 条（出向期間の変更）         甲、乙いずれかが、それぞれの会社の都合によって出向期間の延長または短縮を希望するときは、 ● か月前までに申し出るものと する。申出があったときは、双方で誠実に協議し、決定する。     第 ５ 条（労働時間・休日）     出向社員の労働時間・休憩時間および休日は、乙の就業規則の定めるところによる。     第 ６ 条（年次有給休暇）     出向社員の年次有給休暇は、甲の定めるところによる。   出向社員に対する年次有給休暇の時季指定及び時季変更権の行使は、乙がこれを行う 。     第 ７ 条（時間外労働）        乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して時間外労働を命令できる。   （１）   時間外労働の上限時間は、１か月 ●● 時間とする。   （２）   1 か月 ●● 時間を超えて時間外労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。     第 ８ 条（休日労働）        乙は、業務上必要なときは、出向社員に対して休日労働を命令できる。   （１）   休日労働の上限日数は、 1 か月 ● 日とする。   （２）   1 か月 ● 日を超えて休日労働を命令するときは、あらかじめ甲に申し出て、その許可を受けなければならない。     第 ９ 条（勤務実績の報告）        乙は、出向社員の毎月の勤務実績を翌月 ● 営業日 までに書面で甲に報告するものとする。     第 １０ 条（服務規律）   出向社員には乙の就業規則に基づく服務規律が適用される。   但し、乙の規則により出向社員に賞罰を行う必要が生じた場合は、両者間にて事前に協議するものとする。     第 １１ 条（給与・賞与の支給）        月例の給与および賞与については、甲の 規程 を適用し、甲が出向社員に直接支給する。     第 １２ 条（給与 ・賞与 ・交通費 の負担）        乙は、出向社員の給与 および賞与 のうち次に掲げる金額を負担する。      給与       ：     月額   金 ●●●●●● 円   みなし ●● 時間含む        賞与       ：     年額   金 ●●●●●● 円      交通費   ：       月額   金 ●●●●●● 円                   第 １３ 条（時間外労働手当等の負担）        時間外労働手当および休日労働手当については、甲の基準に基づいて算出し、その全額を乙が負担する。     第 １４ 条（社会保険）      （１）   出向社員にかかわる厚生年金保険、健康保険および雇用保険については、甲において被保険者資格を継続する。   （２）   社会保険にかかわる保険料の事業主負担分は、その全額を甲が負担する。     第 １５ 条（労災保険）        労災保険については、乙が付保 し、乙が保険料を負担 する。保険料は、甲が出向社員に支給している給与を基礎として計算する。       第 １６ 条（赴任・帰任旅費）        出向社員の乙への赴任および甲への帰任に必要な旅費は、甲が負担する。     第 １７ 条（出張旅費）        乙が業務の必要に基づいて出向社員に対して出張を命令したときは、その出張に要する旅費は、 乙の出張旅費規程に基づき 全 額乙が負担する。     第 １８ 条（退職金）        出向社員が甲へ復職するにあたり、乙は退職金を支給しなくてよいものとする。     第 １９ 条（負担金の支払）        この契約において甲が出向社員に支給したもののうち乙が負担すべきものは、甲から乙への請求に基づき 、当該請求日の翌月 末 日までに、甲が別途指定する銀行口座に振込送金する方法により 乙が甲に支払うものとする。     第 ２０ 条（二重出向の禁止）        乙は、出向社員を乙の関連会社等へ二重出向させてはならない。     第２１条（機密保持について）   （１）   出向者は業務上知り得た、双方の技術及び営業に関する秘密情報に関して、会社の許可なく発表、公開、漏洩、利用し ない ものとする。   （２）   出向前後も、勤務中と同様に、双方の業務上知り得た技術及び営業に関する秘密情報を会社の許可なく発表、公開、漏 洩、利用しない ものとする。     第 ２ ２ 条（反社会的勢力の排除）     甲および乙は各々その相手方に対し、本契約締結時点で、自らおよびその役員（取締役、執行役、 執行役員、監査役又はこれら に準ずる者をいう ) において、反社会的勢力等でなく、また反社会的勢力等が経営に実質的に関与している法人等に 属する者でな いことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。   ２．甲または乙は、相手方が次の各号に該当する場合、何らの催告をすることなく 本 契約を解除することができる。また、本条項によ り 本 契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。   （１）   反社会的勢力等に該当すると認められるとき   （２）   相手方の経営に反社会的勢力等が実質的に関与していると認められるとき   （３）   相手方が反社会的勢力等を利用していると認められるとき   （４）   相手方が反社会的勢力等に対して資金等を提供し，または便宜を供与する等の関与をしていると認められるとき   （５）   相手方または相手方の役員もしくは相手方の経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力等と社会的に非難される べき関係を有しているとき   （６）   自らまたは第三者を利用して，暴力的な要求行為，法的な責任を超えた不当な要求行為，脅迫的な言動，暴力および風 説の流布・偽計・威力を用いた信用棄損・業務妨害その他これらに準ずる行為に及んだとき   （７）   その他上記各号に準ずるとき     第 ２ ３ 条（疑義の解決）        本契約に関し疑義が生じたとき、また、本契約に定めのない事項については、甲乙誠意をもって協議の上解決するものとする 。     以上、本契約成立の証として、本書を ２ 通作成し、甲乙は記名押印のうえ、それぞれ１通を保管する。         令和 ２ 年 ● 月 ● 日                         （甲）   住所                                    会社名                                 代表者                                    （乙）   住所                                   会社名                                 代表 者      

